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Ⅰ 土地・建設産業局関係予算概算要求総括表 
 
 

 

 
  

（行政経費）

２ ８ 年 度 うち 前 年 度 倍　率

要 求 額 予 算 額

（Ａ） （B） （Ａ／B）

１．地籍整備の推進 12,236 925 11,540 1.06

　うち　地籍調査費負担金 11,000 0 10,631 1.03

          都市部官民境界基本調査 640 538 250 2.56

２．不動産市場の環境整備等の推進 4,912 368 4,785 1.03

(1) 不動産情報の整備・提供の充実等 4,424 240 4,526 0.98

　うち　地価公示 3,749 121 3,630 1.03

          不動産市場の変化に対応した鑑定評価手法の検討 16 0 15 1.07

(2) 不動産市場の活性化のための環境整備 488 128 258 1.89

　うち　不動産総合データベースの構築に向けた調査・検討 107 58 85 1.26

          不動産の取引環境整備等にかかる調査・検討 35 0 20 1.75

          公的不動産（PRE）等に係るリートの活用による
          不動産市場の活性化

60 0 40 1.50

３．建設市場の環境整備等の推進 788 239 662 1.19

　うち　就労履歴管理システムの構築 40 20 0 皆増

　　　　 建設業における女性の更なる活躍の推進 80 30 50 1.60

　　　 　建設分野における外国人材活用の適正化事業 89 89 79 1.13

　　　 　地域建設産業活性化支援事業 219 35 190 1.15

          現場事故防止等のための安全対策支援 15 15 0 皆増

４．建設・不動産業の国際化の推進 211 195 103 2.05

５．その他 252 0 243 1.04

合　　　　　　　　計 18,398 1,727 17,333 1.06

（注１）　上記の他、東日本大震災からの復興対策に係る経費（東日本大震災復興特別会計）247百万円がある。

（注２）　計数は、それぞれ四捨五入によっているので、合計及び倍率は、一致しない場合もある。

（単位：百万円）

区　　　　　　　　　分
優 先 課 題
推 進 枠



- 2 - 
 

Ⅱ．土地・建設産業局関係予算の基本方針 
平成２８年度土地・建設産業局予算においては、東日本大震災からの復興

を加速させるとともに、国民生活・経済の基礎的な制度インフラである地籍

整備、地価公示等のさらなる充実を図りつつ、建設産業の担い手確保・育成

と生産性の向上を図ることによる建設市場の整備、中古住宅の取引に係る情

報提供・取引ルールの標準化等を通じた不動産流通市場の活性化、地方都市

の不動産ファイナンス等の環境整備による不動産投資市場の裾野の拡大、建

設・不動産業の国際展開に向けて重点的に取り組む。  
 
 
 総   額：１８，３９８百万円  
 うち優先課題推進枠：１，７２７百万円  
 
 
 
 総   額：２４７百万円  

土地・建設産業局予算の全体像

建
設･

不
動
産
業
の

国
際
化
の
推
進

不動産取引の指標、
課税評価の基準等となる

「地価公示」の充実

建設市場の環境整備

建設・不動産市場を支える土地情報インフラの整備

不動産市場の環境整備
【主な課題】
・技能労働者の高齢化に伴う大量離職の懸念、
若手入職者の減少

・日建連の試算では、生産性向上分を考慮しても
2025年において90万人の新規入職者が必要

【主な課題】
・不動産投資市場の商品・資金供給の担い手の多様化、
持続的成長の実現

・中古住宅・リフォーム市場規模を2020年に20兆円へ
（日本再興戦略）

海
外
進
出
の
総
合
的
な
支
援

ビ
ジ
ネ
ス
機
会
の
創
出
支
援

災害への備え、土地取引、インフラ
整備等に貢献する「地籍整備」の推進

担い手確保・育成

・技能労働者の技能・経験等を業界共通で管理でき
る「就労履歴管理システム」の構築支援

・「もっと女性が活躍できる建設業」推進パッケージ

・建設現場の事故防止のための事故事例データベー
スの構築と教材開発・普及支援

・外国人材活用のための適正な監理

・多様な入札契約方式の導入・支援、担い手３法の
運用調査、先進事例の見える化

生産性の向上

・生産性向上に向けた連携に対する支援や、ベスト
プラクティスの見える化、生産管理モデル構築

・行き過ぎた重層化の回避のための実態調査

不動産投資市場の更なる拡大

不動産投資・金融の専門家等との連携・市場拡大

・地方都市の不動産ファイナンス等の環境整備
による不動産ストック再生・利用の推進

・不動産証券化手法等による公的不動産（ＰＲＥ）
活用の推進

中古住宅・不動産流通市場の活性化

・レインズと連携した「不動産総合データベース」に
よる消費者への物件、周辺地域情報等の提供

・中古住宅に係るインスペクションや情報開示の
実施等、標準的な中古住宅取引ルールの策定

取引価格情報の市場への提供

・不動産取引価格情報の提供
・不動産価格指数の運用・改善

 

一般会計  

東日本大震災復興特別会計  
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主な要求事項  
 

１． 建設・不動産市場を支える土地情報インフラの整備  
（１）地籍整備の推進  

 土地取引、民間開発、インフラ整備の円滑化や被災後の迅速な復旧・復

興等に貢献する地籍整備について、南海トラフ巨大地震や首都直下地震な

どの被害想定地域や、立地適正化計画区域等の今後都市開発が見込まれる

区域、社会資本整備重点計画等に位置づけられた事業の区域等について特

に重点的に推進する。  
 

（２）不動産情報の整備・提供の充実等  
不動産取引の指標、課税評価の基準等である地価公示の充実、不動産取

引価格関連情報の市場への提供等により、不動産市場の透明性を高め、取

引の円滑化、活性化を図る。  
 

２．建設市場の環境整備  
（１）労働人口の減少を見据えて、若者や女性にとって魅力ある建設産業を

目指し、担い手確保・育成対策のさらなる強化を図る。  
 
（２）建設企業の生産管理の効率化や重層下請構造の改善等を通じた生産性

の向上を図る。  
 

３．不動産市場の環境整備  
（１）消費者の安心に資する中古住宅・不動産取引に係る情報集約・提供シ

ステム及び標準ルールの整備等を通じて、不動産流通市場の活性化を着実

に推進する。  
 
（２）地方都市を含めた不動産証券化の推進等を通じて、不動産投資市場の

さらなる裾野の拡大を図り、不動産投資資金の好循環の実現を目指す。  
 

４．建設・不動産業の国際化の推進  
海外のインフラ需要や経済連携協定交渉の進捗等をふまえ、建設・不動

産業が戦略的に進出すべきターゲット国・地域の市場調査・情報収集やビ

ジネス機会の創出、海外への売り込み等を通じ、中堅・中小建設企業を含

む建設企業等の海外進出に官民一体となって取り組む。  
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Ⅲ 主要施策 

１．建設・不動産市場を支える土地情報インフラの整備 
（１）地籍整備の推進         

・地籍調査費負担金 １１，０００百万円（前年度１０，６３１百万円） 

 ※この他に東日本大震災からの復興対策に係る経費（復興庁計上 247 百万円）がある。 

  
地籍整備は、土地の境界等の明確化を通じて、土地取引の際の未然の

トラブル防止、民間開発事業や公共事業の円滑化、被災後の迅速な復旧

・復興等に大きく貢献するが、平成 26 年度末での進捗率は 51％である。 

大規模災害等の被災想定地域、民間開発や公共事業が見込まれる地域

等において、市町村等が行う地籍調査（一筆ごとの土地の位置、地目、境

界、面積等を調査し、地籍図を作成）を重点的に支援し、地籍整備を引き

続き推進する。  
 
 

 

  

            
 
 
 

［地籍調査の進捗率］ 
（平成 26 年度末） 
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［地籍調査による様々な効果］ 

            
 
 
 
 

 

民間開発事業の円滑化  
○ 都市部では関係者が多く、権利関係が輻輳し、

境界調査が長期化する傾向 
○ 地籍調査が実施済であれば、関係者が合意し易

く、用地取得が円滑に実施 
六本木ヒルズでは地籍調査が未実施 

⇒ 約 400筆の境界調査に４年 

            

 

 

○ 円滑な土地取引や抵当権の設定が可能 
○ 課税の適正化（正確な面積での課税が可能） 
○ 効率的な森林施業が可能 

            
 
 
 
 

 

○ 被災後は道路等のライフラインの復旧・復興が急務 
○ 地籍調査が実施済であれば、用地取得にかかる費用・期間が 

大幅に縮減 

実 施 

未実施 

【防災集団移転促進事業の例】 (宮城県名取市下増田地区) 

約 1,200 万円、7 カ月 

約 2,200 万円、 1～1 年半  （いずれも推計） 

【期間等の縮減効果】 
○ 経費 ： 約１千万円 
○ 期間  ：半年～１年 

インフラ整備、災害復旧・復興の迅速化  

 【公図】 

明治期に 

作られた図面 

【地籍図】 

境界が 

正確な図面 

地
籍
調
査 

地籍調査により作成される図面  

 

その他の効果  
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都市部、山村部における国による境界基本調査の実施 

・都市部官民境界基本調査    ６４０百万円（前年度２５０百万円） 

うち優先課題推進枠５３８百万円  
・山村境界基本調査       １６０百万円（前年度１５１百万円） 

うち優先課題推進枠９９百万円  
 

市町村等による地籍調査を支援するため、進捗が特に遅れている都市部

のうち、大規模災害の想定地域等において、国が地籍調査に先立って官民

の境界情報を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

他方、山村地域では高齢化や過疎化、森林の荒廃等が進行し、土地境

界情報が喪失しつつあるため、土砂災害のおそれのある地域のうち地籍

調査が未実施の地域等において、国が境界情報を保全する。  
 
 

 
 
 
 
 
 
  

   

 

現況の官民境界の測量等

を国直轄で行い、その結果

や公図等が示す境界情報を

図面にまとめ、それを活用

して地籍調査を促進 

自治体の意向も踏まえ、国が主導して計画的に地籍調査に先立って官民境界情報を整備  

現況と公図等による境界の

相違等を示す図面  

［現況測量の様子］ 

【 公図等の境界情報 】 

【 現況の境界情報 】 

都市部官民境界基本調査  
【現状と課題】 

南海トラフ巨大地震の被害

想定（中央防災会議資料） 

○ 地籍調査の進捗率は、都市部では 24％に留まる。 

○ 地籍調査が未実施の場合の課題 

・ 大規模災害の被災後における迅速な復旧・復興に支障 

・ 都市部における円滑な民間開発事業・インフラ整備、土地取引等に支障 

南海トラフ地震の津波浸水想定地域等において優先的に国直轄で官民境界情報を整備  

 
山村部の中でも土砂災害の恐れがある地域において優先的に国直轄で土地境界情報を保全  

○ 地籍調査の進捗率は、山村部では 44％に留まる。 

○ 地籍調査が未実施の場合の課題 

・ 土砂災害が発生した際、境界確認に困難な作業を要し、迅速な復旧・復興に大きな支障 

山村境界基本調査  
【現状と課題】 

公図や現地精通者等の土

地境界情報を収集して図面

にまとめ、それを活用して

地籍調査を促進 

Ⅹ （世界測地系） 山村境界基本調査図

-41 .2 50
+40 .2 50

31-3-+31-6+31

3 1 -9

31-1+ 31-2( 2/2) 3 1 -4

11+12-5

成果となる地図のイメージ  境界確認の様子  

自治体の意向も踏まえ、国が主導して計画的に地籍調査に先立って土地境界情報を保全 
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（２）不動産情報の整備・提供の充実等  
地価公示の充実 

３，７４９百万円（前年度３，６３０百万円） 

うち優先課題推進枠１２１百万円     
 
不動産取引の指標、課税評価の基準等の役割を担う重要な制度インフラで

ある地価公示について、その役割を十分に果たすために必要な調査地点数

（26,000 地点）への拡充や、ユーザーの利便性向上のための機能改善を行い、

更なる充実を図る。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【拡充内容】 

①地点数の拡充 

 特徴的な地価の動きが予想される地域等において、必要な地点を追加 

②有効活用の促進 

 公表データの CSV 形式での提供及び情報提供範囲の拡大のための機能改善を実施 

地価の変動率は重要な経済指標と
して使用されている  

地価公示  

不動産の鑑定評価額の決定にあ

たっての規準となる  

公共事業用地の取得価格の算

定にあたっての規準となる  

○相続税評価  
→公示価格の８割を目安  
○固定資産税評価  
→公示価格の７割を目安 

○融資先の担保対象不動産の評価  
○自社所有不動産の時価評価  

標準地の「正常な価格」を公
示することで、一般の土地の

取引価格の指標となる  

一般の土地の取引 

地価公示の役割  

不動産の鑑定評価 経済指標 

課税評価 

公共事業用地の取得 

金融機関等 

８,０００

１２,０００

１６,０００

２０,０００

２４,０００
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Ｈ
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５

Ｈ
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Ｈ
７
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Ｈ
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Ｈ
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Ｈ
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Ｈ
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Ｈ
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Ｈ
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Ｈ
１７

Ｈ
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Ｈ
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Ｈ
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Ｈ
２
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Ｈ
２
２
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２
３

Ｈ
２
４

Ｈ
２
５

Ｈ
２
６

Ｈ
２
７

Ｈ
２
８

地価公示標準地点数の推移  

（平 成 15 年 、16 年 ） 

31,866 地点 

（平 成 23 年 ～25 年 ） 

26,000 地点 

（平 成 26 年 、27 年 ） 

23,380 地点 

（平 成 28 年 （予 定 ）） 

25,270 地点 

（公 示 年 ） 
各 年 1/1 時 点  

＜税 評 価 と地 価 公 示 の相 互 の均 衡 と適 正 化 （土 地 基 本 法 ）＞ 
→相 続 税 評 価 につき、公 示 価 格 の８割 程 度  
→固 定 資 産 税 評 価 につき、公 示 価 格 の７割 程 度  

（地 点 ） 
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不動産取引価格情報の提供 

２７５百万円（前年度２７５百万円） 

不動産市場の透明性向上・活性化を図るため、不動産取引当事者への

アンケート調査に基づく不動産の実際の取引価格に関する情報につい

て、引き続き四半期毎にホームページ上にて提供を行う。 

 

 

 
 
  不動産価格の動向指標の提供  

               ９０百万円（前年度１１５百万円） 

うち優先課題推進枠６０百万円 

不動産価格の動向を把握し、金融・マクロ経済政策へ活用するととも

に、不動産市場の透明性向上・活性化を図るため、不動産価格指数の提

供を行う。  

 ＜不動産価格指数（住宅）＞  

 
                  ※ 2010 年６月を 100 としている 
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・不動産価格指数とは、全国・地域別、住宅

・商業用別に、不動産の市場価格の動向

を適時・的確に表すもの  

・近年の金融危機を受け、IMF 等が国際指針

を作成し、G20 に不動産価格の動向につい

て報告を要請   
→金融政策・マクロ経済政策への活用や市

場の透明性向上・活性化に寄与  

概 要  

○不動産価格指数（住宅）の安定的な運用    
○不動産価格指数（商業用不動産）の試験運用

の実施及び本格運用に向けた改善   
○不動産価格指数の活用・分析    

28 年度の取組 

＜対象物件の種類＞ 

更地(宅地)、建付地(土地・建物一体 

取引)、中古マンション等、農地、林地 

＜情報提供項目＞ 

所在地、取引価格、土地の面積・形状

、建物の用途・構造、建築年、最寄駅

等 

＜提供件数（累計）＞ 

約 250 万件(平成 27 年７月末日時点、 

平成 18 年４月より実施) 

＜web アクセス数＞ 

  約 8,500 万件(平成 26 年度) 

 

国際指針に基づき作成  
→各国比較も可能  
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不動産市場の変化に対応した鑑定評価手法の検討 

１６百万円（前年度１５百万円） 

 
不動産投資市場の持続的な成長を実現するため、不動産の鑑定評価を担

う不動産鑑定士・不動産鑑定業者の対応能力や信頼性の更なる向上が求め

られている。このため、土地建物一体の複合不動産における取引事例等を

活用した検証方法の検討や、鑑定評価の信頼性を向上するための仕組みの

構築に向けた調査検討を行う。  
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２．建設市場の環境整備 
（１）建設産業の担い手確保・育成  
 ①技能労働者の就労履歴管理システムの構築の推進 

４０百万円【新規】 

うち優先課題推進枠２０百万円 

 
 建設業においては、技能労働者が保有している資格や現場入場の記録、現

場経験等のデータが蓄積されておらず、適正な技能・経験の評価、処遇に繋

がっていない現状がある。  
このため、技能労働者の就労履歴を一元的に管理し、技能、経験に応じた

処遇の改善等を可能とする「就労履歴管理システム（仮称）」の構築に向け、

政策的な課題解決に資するかとの観点から必要な検証及び検討を行う。  
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 ②「もっと女性が活躍できる建設業」推進パッケージ 

８０百万円（前年度５０百万円） 

うち優先課題推進枠３０百万円  
 

 建設業における女性活躍については、官民挙げた「もっと女性が活躍

できる建設業行動計画」（昨年８月策定）を受け、「５年以内に女性倍

増」を目指し、官民で様々な取組をスタートしているところ。  
すでに昂じている機運を業界全体で持続・浸透させ、取組を加速化す

るため、地域ぐるみの活動の更なる深化・定着とともに、建設業におけ

る女性進出で大きな課題とされる分野への重点対応と、他産業への創意

・活力の活用・取込みを通じた女性活躍の基盤固めを図る。 

 

  
 
        

地域レベルの活動を含め、機運は着実に進展。一方、新たな課題も明確化  
 
 

 
 

 
 
 
 
  

地域ぐるみの活動の 
更なる深化・定着の必要  

女性進出における新たな重点課題 
・次世代を担う女性リーダーの育成  

・女性就労者の太宗を占める技能者に

とって働きやすい現場環境の整備  

・女性活躍を応援する他産業の創意・

活力の活用・連携  

昨年８月「もっと女性が活躍できる建設業行動計画」を官民で策定、 
「５年以内に女性倍増」を目指して、官民挙げた取組をスタート  

業界団体や企業レベル等
の独自の取組  
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 ③現場事故防止等のための安全対策支援 

１５百万円【新規】 

うち優先課題推進枠１５百万円 

 
 中長期的な担い手不足に対応するため、建設業における建設現場での事故

防止の取り組みを更に強化し、建設現場での事故を低減させ、安心して従事

できる環境を整える。  

 

対 
 

策 

建設現場事故データベースの構築 

・建設現場での事故事例・安全対策事例やヒヤリ・ハット事例を収集 

・専門工事の職種別、実際の作業手順別に事故事例を分類。併せて再発防止・現場改善事例等も整理 

 ・国土交通省のホームページに誰でも閲覧可能なデータベースを構築し、事故情報及びその対策を共

有化 

事故防止啓発教材の開発支援 

・地場ゼネコン、専門工事業団体等による建設現場での事故防止のための啓発教材の作成を支援 

・現場の安全教育の教材となるテキスト、DVD 等を作成し、広く周知 

 
目標  次世代の建設業を担う若年層の入職者の増加  

 
 ④建設分野における外国人材活用の適正化事業 

８９百万円（前年度７９百万円） 

うち優先課題推進枠８９百万円  
 

 建設分野における外国人材の活用に係る緊急措置の適正かつ円滑な実

施を図るため、監理団体及び受入企業に対して巡回指導等を実施する

「制度推進事業実施機関」の活用、管理システムの運営、外国人材の受

入状況、不正行為等の情報を共有する協議会の開催等を行う。 

現
状･

課
題 

○平成 26 年度の全産業の労働災害死亡者数は平成 22 年度比 11.5％減。一方、建設業は 3.3％増加（特

に対前年比では 10.2％増加） 

○事故は、発生させた会社にとってマイナスイメージとなることから、事故の発生要因や対応状況の情

報発信には慎重な傾向にあるため、事故を発生させた企業が行った効果的な対策も共有されず、同一

職種の異なる会社で同じ原因による事故が発生。 
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 ⑤多様な入札契約方式の導入・活用の促進等の「担い手３法推進  
サイクル」の創出 

７１百万円（前年度１０２百万円） 

うち優先課題推進枠１０百万円 

 
昨年６月に公布され、今年度から本格施行される担い手３法の趣旨を踏ま

え、地方公共団体に対して地域における社会資本の維持管理に資する方式な

どの新たな入札契約方式の導入・活用を支援する「多様な入札契約方式モデ

ル事業」を継続するとともに、市町村をはじめ地域レベルにおけるダンピン

グ対策、平準化、適切な設計変更等の取組の運用状況の悉皆調査や、歩切り

の根絶に向けた発注者における先進的な取組等の効果的な事例の収集・効果

分析、さらには全国における出張相談やワークショップの実施による発注者

への直接的な働きかけの強化をすることを通じて、全国における現場の改善

につながる推進サイクルを創出する。 

 

 

 

  



- 13 - 
 

（２）建設産業の生産性の向上  
 ①生産性向上等に向けた地域建設企業等の連携や効率的な生産管理  

モデル定着の支援     ２１９百万円（前年度１９０百万円） 

うち優先課題推進枠３５百万円 

 
中小・中堅建設企業等の担い手確保・育成、建設生産システムの生産性 

向上に重点を置いたアドバイザーによる相談支援、支援チームや経費助成 

による重点支援を実施する。  
あわせて、重点支援の取組や活性化支援アドバイザーの知見等を活か

し、生産性向上に資するベストプラクティスの見える化、建設業に応用可

能な他産業の生産性向上を参考にした、建設業版「生産管理モデル」の構

築を検討し、本事業スキームによる支援にも活用する。  
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 
   

加えて、生産性向上等の普及・促進を強化するため、活性化支援アドバ

イザー等によるベストプラクティス・生産管理モデルに関するセミナー・

個別相談会の開催や、オンライン講座等の効率的・効果的な教育手法も開

発・試行する。   

活性化支援アドバイザーによる幅広いアドバイス 

重  点  支  援 

地域建設産業活性化支援事業 
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 ②元請・下請取引の適正化・重層下請構造の改善のための調査 

 ２５百万円（前年度２５百万円） 

 
長年続いた建設投資の急激な減少等により、下位の下請業者や技能労

働者に対するしわ寄せや下請構造の行き過ぎた重層化による生産性の低

下といった問題が懸念されている。 

元請・下請間の取引の適正化を図り、より円滑に賃金が現場の技能労

働者に行き渡る環境を整備することを目的として、下請取引等の実態を

把握する調査を行い、法令違反疑義の端緒情報として建設業法令遵守推

進本部による立入検査に活用し、指導等の徹底を推進する。 

また、建設生産システムの生産性向上を目的として、重層化に伴い懸

念される問題の発生状況や下請構造が重層化する要因等を調査・分析

し、不要な下請契約や行き過ぎた重層化の回避に資する方策の検討を推

進する。 
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３．不動産市場の環境整備 
（１）中古住宅・不動産流通市場の活性化  
 ①不動産総合データベースの構築に向けた調査・検討 

１０７百万円（前年度８５百万円） 

うち優先課題推進枠５８百万円 

 
中古住宅を始めとする不動産の流通市場の活性化を図るため、円滑な不動

産取引に必要となる物件情報・周辺地域情報を集約したシステムである「不

動産総合データベース」により、宅建業者から消費者への適時適切な情報提

供を推進する。  
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 ②中古住宅取引に係る消費者の安心確保のための取引ルールの検討 

３５百万円（前年度２０百万円） 

 
消費者は、品質に対する不安から中古住宅の購入を躊躇する傾向にあ

るため、インスペクション（建物検査）や対象物件の情報開示等、売主

と買主の間の情報の非対称性を解消するような標準的な中古住宅取引ル

ールを検討し、市場への定着を推進することにより、中古住宅市場の活

性化を図る。  
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 ③空きビル等の遊休不動産の連鎖的再生支援及びコンパクトシティの

外側の土地利用等の検討   ２５百万円（前年度１０百万円） 

うち優先課題推進枠２５百万円  
  

全国で遊休不動産再生とエリア価値向上の好循環を推進するためのガ

イドラインを策定し、必要な支援方策を確立する。また、地域全体の活

力を維持するため、コンパクトシティの外側の土地利用等について検討

する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

空きビル等の遊休不動産の連鎖的再生支援  

 

コンパクトシティの外側の土地利用等の検討  
 
 
 
 
 

     
＜検討対象地域のイメージ（上図網掛け部分）＞  

全国で遊休不動産再生とエリア価値向上の好循環を推進するためのガイ
ドラインの策定等を行うとともに、必要な支援方策を確立する。

＜1棟の空きビルの再生から周辺の空きビル等再生への連鎖的な展開＞

事業者数＋

来街者数＋

売り上げ＋

歩行者＋

地価＋

エリア価値＋

連鎖的展開による効果
エリアコンセプト策定 協議会の設置不動産の発掘

再生した不動産

遊休不動産

EVENT

EVENT

再生の連鎖

好循環

 コンパクトシティ政策（立地適正化計画における居住誘導区域）等の外

側の土地利用について、宅地から農地・緑地等管理コストが低い土地利

用への転換方策等の調査・検討を行う。 
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（２）地方都市も含めた不動産投資市場の裾野の拡大  
 ①地方都市の不動産ファイナンス等の環境整備による不動産ストック  

再生・利用の推進       ７０百万円（前年度２４百万円） 

うち優先課題推進枠３０百万円 

 
 民間資金を活用した地方創生を推進するため、地方都市における不動産証

券化プロジェクトの普及・拡大を推進するとともに、空き家・空き店舗、老

朽旅館等地域の低・未利用不動産ストック再生・利用市場の形成・人材育成

を行う。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

１．地方都市における不動産ファイナンス環境整備  
（１）地域金融機関、不動産関連事業者等による地方都市不動産ファイナンス  

 協議会に対する法律・金融等の専門家派遣を通じて、不動産証券化プロジェ  

 クトの事業化を支援・拡大  

（２）平成 27 年度中に策定するノウハウ集を活用し、講習  

 会開催等により他の地域へ普及啓発  

（３）地域に特化した不動産ファンド等の立ち上げを促す  

 ため、ポテンシャルのある地域の調査や支援を実施  

 
 
 

２．不動産ストック再生・利用推進の支援・人材育成  
（１）地域不動産業者等に対し、低・未利用の不動産ストックの再生・利用方  
 策や、クラウドファンディング等の資金調達スキームを  

提案できるアドバイザーを派遣  

（２）エリア全体の資産価値維持・向上を行う地域不動産  

 再生管理業者の人材育成、ネットワークの構築・拡大を  

 行うため、講習会を実施し受講者を中心にプラットフォー  

 ムを構築  

（３）不動産ストック再生における資金調達手法に関する  

 制度上の課題の抽出・対応  
 

＜効果＞  

地方都市における不動産証券化プロジェクトの普及・拡大、地域の不動産スト

ック再生・利用市場の形成・人材育成を通じて、民間資金を活用した地方創生

が推進される。  

（仙台市「仙台ファーストタワー」（国土交通省土地  
 総合情報ライブラリー「不動産証券化事例」より））  
 

（京都市「京町家証券化事業」（国土交通省土地  
 総合情報ライブラリー「不動産証券化事例」より）  
）  
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 ②不動産証券化手法等による公的不動産（ＰＲＥ）の活用推進 

６０百万円（前年度４０百万円） 

 地方公共団体における財政状況を改善し、ＰＲＥ活用によるまちづくり効

果を高め、不動産証券化市場の更なる活性化を促進するため、ＰＲＥ活用手

引書の普及やモデル団体支援事業の実施等により、地方公共団体間でノウハ

ウ、情報の共有を進める。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

○不動産証券化手法等による公的不動産（PRE）の活用推進

２．PRE活用モデル団
体支援事業の実施

• 不動産事業者、地域の
金融機関、法律・会計
等の専門家との連携に
よる事業スキームの構
築支援 （専門家派遣
等）

３．PRE関連情報の
整備に係る調査

• PRE情報の一元的な整
備や経営判断につなが
る情報の見える化、民
間事業者からの事業提
案を促すための環境整
備を進める。

１．地方都市公的不動
産（PRE）活用ネットワー
ク会議の開催

• 首長・幹部を対象とした情
報交換会

• PRE活用手引書の普及に
向けた職員向けセミナー

• 官民対話・情報交換会開
催 等

施 策

背 景 ・ 課 題

○ PRE活用のための
体制整備・人材育成

・地方公共団体において
PREの活用を推進する体
制が整備されておらず、活
用に当たってのノウハウも
不足している。

○ 成功事例の組成

・不動産証券化手法による
PRE活用の事例は少なか
らずあるものの、一般化さ
れているとは言い難い。

○ 民間事業者の提案
活動を促す環境整備

・各地方公共団体において
、PRE情報の一元的な整
備が進んでいない。

○ 地方公共団体間でノウハウ、情報の共有を図り、潜在的な価値を十分に発揮でき
ていないPREの活用を促進する。

○ 地方公共団体における財政状況の改善を図るとともに、PREの整備・安定利用を
可能とすることにより、不動産証券化市場の更なる活性化を促進する。

効 果

不動産市場の活性化

不動産証券化手法等によるPRE活用の推進

地方公共団体においては、都市構造の変化に伴う施設の統廃合、公共施設の老朽化
への対応、財政健全化への対応のために、PREの適切かつ効率的な管理、運用が求
められている。
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４．建設・不動産業の国際化の推進  
（１）建設企業等の海外進出の総合的な支援  

１５０百万円（前年度４２百万円） 

うち優先課題推進枠１５０百万円 

 
『日本再興戦略』で掲げられている「2020 年にインフラシステム受注 30

兆円を実現する」との目標を達成するためには、中堅・中小建設企業を含

む建設企業等の海外展開促進が必要である。  
このため、建設企業の海外展開に必要な相手国の市場や制度に関する情

報・アドバイスの提供、現地ミッション派遣や相手国政府関係者等の招聘

等を通じた相手国政府・企業等への官民一体となった売り込み等の、建設

企業等の海外進出に対する総合的な支援を行う。  
  
○建設企業等の海外進出の総合的な支援 

事業

構想

段階 

事業

準備

段階 

・ 相手国が必要とする技術等の個別ニーズや進出リスク等の調査、我が国建設企業が 

保有する技術、工法等の棚卸しを行い、海外建設市場への展開可能性について分析 

市場調査 

・ 建設企業の個別のニーズに合わせ、進出先、進出方法等についてのアドバイスを実施 

・ 海外建設・不動産市場データベースの整備、国別進出マニュアルの作成等により、 

海外情報を収集できる機会を提供 

アドバイス・情報提供 

・ ターゲット国に建設企業の経営者層等からなるミッションを派遣 

- 相手国政府等に対し、技術のプレゼンを実施 

- 現地建設企業・日系ゼネコンとのビジネスマッチングを実施 

・ 海外見本市への出展支援、相手国政府関係者等の招聘    等 

海外への売り込み 

・ 海外建設契約、現場管理等に係る研修による人材育成 

・ 技能実習生の活用促進                     等                            

現地活動展開 

・ 海外進出を検討している建設企業の経営者層を対象に、海外進出戦略策定について 

レクチャーする「海外進出戦略策定セミナー」を開催 

海外進出戦略策定 

 建設企業の海外における事業

の開始・拡大へ 

「２０２０年にインフラシステム受注３０兆円」 

の目標達成への貢献 
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（２）海外進出を目指す建設企業等へのビジネス機会の創出支援  
４５百万円（前年度４３百万円） 

うち優先課題推進枠４５百万円 

 
 我が国の建設業・不動産業の国際展開を促進するためには、ターゲット国

・地域において強みをもつその他の国や企業と連携することにより、リスク

の軽減やビジネス機会の創出を図ることが必要である。このため、世界各地

域における拠点国※の政府・企業等と連携した第三国への展開を支援するた

めの取組を行う。  
 
 また、新興国において、効率的なインフラ整備等に貢献するとともに、現

地企業及び現地で活動する我が国建設・不動産関連企業のビジネス環境を改

善するため、建設関連制度整備・普及支援を行う。  
 

 

○拠点国の政府・企業と連携した第三国展開支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※世界各地域における地政学的な重要国。  

 
 
 
 
 
 
 

日本 
 米国、トルコ、シンガポール等の拠点国と

連携し、政府間会議・セミナー・ビジネス

マッチングを実施。 

 

（例）政府間会議の開催 

・政府間での展開戦略の策定・共有 

・日本企業と拠点国企業とのビジネスマッチング  

（例）第三国における共同建設セミナーの開催 

• 質の高いインフラ調達に向けた第三国政府への働

きかけ、課題・ベストプラクティスの共有 等 

 

 
連携 

米国 トルコ 

拠点国※ 

シンガポール 等 

第三国への質の高いインフラ投資の促進 


